DJIアーカイブの実務シリーズ　１．アーカイブ＝文書館を運営するには…　　小川千代子

アーカイブ＝文書館を運営するには…
はじめに

　
「アーカイブズ」という言葉、２１世紀になったころから、しばしば聞かれるようになった。例えば、NHKアーカイブス、デジタル･アーカイブ、ナショナルアーカイブズ、など、見たことがある、と思われる方も少なくないだろう。ところで、前述のとおり、NHKアーカイブス、デジタル･アーカイブ、ナショナルアーカイブズ、などアーカイブの末尾の表記にはばらつきがある。コンピュータ用語ではデータを保存するという意味でしばしばアーカイブといわれるが、公文書館の世界では、多くアーカイブズが用いられる。最近ではショップの名前でarchivesをアルシーブとフランス語で読むものが出てきた。ギリシア語のアルケイオンを語源とするarchive(s)は、英語とフランス語どちらにも見られるつづりだ。英語、フランス語だけでなく、Archive(s)の類語は、ヨーロッパ各国語に必ず見られる言葉である。ドイツ語ではArchiv, 複数形はArchiveだ。スペイン語にはarchivoがあり、ポルトガル語ではarquivoという。イタリア語はarchivio、スウェーデン語ではarkiv,、スペイン・カタロニア地方ではarxuisという。

　

中国語では档案（とうあん）がarchivesに対応する言葉だ。日本語では国立国語研究所が２００５年、アーカイブの言い換えとして｢保存記録｣｢記録保存館｣を提案したものの、定訳とはなっていない。

　
１　アーカイブズは公文書館
１．１　アーカイブズとは
　アーカイブズはどのように説明されているのだろうか。『文書館用語集』（文書館用語集研究会編、大阪大学出版会 1997）では、アーカイブズを、①史料、記録史料、②文書館（もんじょかん）、③公文書記録管理局（こうぶんしょきろくかんりきょく）、④コンピュータ用語では、複数のファイルを一つにまとめたり圧縮したファイルのこと、の４種類の意味で説明している。『記録管理と法務 アカウンタビリティへの対応』（抜山勇･作山宗久著、ぎょうせい、1997.12）の巻末用語集には、「歴史価値があり長期保存が必要な文書を収集･保管し、利用者にサービスを提供する施設」という説明がある。NHKアーカイブスのパンフレット（2002年）には、「アーカイブス【Archives】 英語で記録所、保管所の意味。時代を記録した貴重な映像やテキストなどを保存し、活用する機能や施設を示す世界の共通語」とある。
『「公文書等の適切な管理、保存及び利用に関する懇談会」報告書』（内閣府 2004年7月）は、公文書館の世界におけるアーカイブズ archivesを、①個人、または組織がその活動の過程で作成、受領、収集した記録のうち、継続的価値を持つものとして保存されているもの、②それらの記録を管理、保存し利用に供する公文書館等の機関や施設としている。
このように、アーカイブズには、記録資料そのモノをいう場合と、記録資料の保存管理を行う機関、施設、組織をいう場合の両方がある。【表１アーカイブズの各種説明】
【表１　アーカイブズの説明各種】
	文献名
	説明

	『文書館用語集』

文書館用語集研究会編、大阪大学出版会 1997）
	アーカイブズ

①史料、記録史料、②文書館（もんじょかん）、③公文書記録管理局（こうぶんしょきろくかんりきょく）、④コンピュータ用語では、複数のファイルを一つにまとめたり圧縮したファイルのこと、

	記録管理と法務 アカウンタビリティへの対応』（抜山勇･作山宗久著、ぎょうせい、1997.12）の巻末用語集
	歴史価値があり長期保存が必要な文書を収集･保管し、利用者にサービスを提供する施設

	NHKアーカイブスのパンフレット（2002年）
	「アーカイブス【Archives】 英語で記録所、保管所の意味。時代を記録した貴重な映像やテキストなどを保存し、活用する機能や施設を示す世界の共通語」

	『「公文書等の適切な管理、保存及び利用に関する懇談会」報告書』（内閣府 2004年7月）
	公文書館の世界におけるアーカイブズ archives
①個人、または組織がその活動の過程で作成、受領、収集した記録のうち、継続的価値を持つものとして保存されているもの、②それらの記録を管理、保存し利用に供する公文書館等の機関や施設

	ISO15489－1＝JISX 0902－1

記録管理標準

３－４「アーカイブ」定義の参考　2005年　日本規格協会
	参考 一般にアーカイブは，次のいずれかである。
a) 個人又は組織が作成・取得したあらゆる媒体及び形態の記録で半永久に保存するもの。
b) a)の保存及び利用施設。
c) 組織全体の記録の保存管理を専ら統括する部署及び部門


　このように、アーカイブズには本来、記録資料を意味する場合と、記録資料の保存管理を行う機関、施設、組織をいう場合がある。「アーカイブズ」は機関、施設、組織に限定されるので、混乱を避けるため適宜「公文書館」と読み替えている。

１．２　図書館との違い
　図書館、博物館、公文書館は、共通点と相違点がある。特に公文書館は図書館と混同されることがありますので、違いを確認しておこう。図書館は、「記録された知識・情報を収集・整理・保管して、利用に供する施設。その歴史はほとんど文字の発明と同時に始まっているといえるが、近代的な社会教育施設としての図書館は、公費をもって公共図書館官を設立することを目的とした1850年のイギリスの＜図書館法＞以来のものである。（後略）」（『図書館用語集改訂版』、1996年、日本図書館協会）と説明があるように、今日では社会教育施設として位置付けが確立しています。図書館では通常、広く一般大衆をその利用者として視野に収めてる。
　公文書館は社会教育施設としての位置付けは必ずしも明確ではない。公文書館法では、組織の歴史公文書等を保存し、利用に供するのは、各々の組織の「責務」とされているが、公文書館の設置を義務付けたものではない。また、利用の面では一般利用のほかに「行政利用」がある。(表１―２) 
 表１－２　公文書館と図書館の比較

	
	公文書館
	公共図書館

	法律
	公文書館法　公文書管理法
	図書館法

	専門職員
	アーキビスト
	司書（ライブラリン）

	資料配置

	閉架式
	開架式

	利用形態
	館内での閲覧

	館外貸出中心

	利用者
	資格制限なし
	資格制限なし

	所蔵資料

	歴史公文書等（公文書、古文書など、世界に一つしかない資料）
	図書、雑誌、新聞、CD、ビデオなど大量に印刷、刊行された資料で同じものが複数存在する

	分類
	出所原則、原秩序尊重原則
	主題分類、日本十進分類法

	公開範囲

	時の経過により公開範囲拡大（３０年原則）
	すべての所蔵資料は、利用のために公開される

	資料の入手方法
	所属組織の非現用文書を受け入れる
	図書購入予算の範囲で購入する

	資料選択の基本
	公文書や古文書のうち、歴史的重要なもの
	当該図書館の収集方針に合致するもの

	特別利用
	ある　［行政利用］
	ない

	組織の所属
	首長部局または教育委員会
	教育委員会


「アーカイブズのＡＢＣ」（月刊ＩＭ　‘９９－１月号　３１頁）を一部改訂ⒸDJI
２　国レベルのアーカイブズの場合
２．１　国レベルのアーカイブズ経営制度
　　国レベルのアーカイブズには、国立公文書館、外務省外交史料館、宮内庁書陵部がある。このうち、公文書管理法で強化拡充の対象とされている国立公文書館を事例に、その経営に関する制度を見ておこう。
　国立公文書館では、国立公文書館又は国の機関の保管に係る歴史資料として重要な公文書等の適切な保存及び利用を図ることを目的に、移管を受けた歴史資料として重要な公文書等を保存し、及び一般の利用に供すること等」の事業を行う（国立公文書館法第４条）。
国立公文書館の業務の範囲は、次のとおりである。（国立公文書館法第十一条）

①移管を受けた歴史資料として重要な公文書等の保存と利用提供
②国立公文書館又は国の機関が保管する歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関する情報の収集、整理及び提供
③専門的技術的な助言
④調査研究
⑤研修
⑥以上の業務に附帯する業務
⑦業務の遂行に支障のない範囲内で、内閣総理大臣の委託する地方公共団体対象の技術上の指導助言
　今後の国レベルのアーカイブズの機能や役割として、公文書管理のあるべき姿(ゴールド･モデル)を実現するために必要とされる公文書管理担当機関（アーカイブズ）は【司令塔】と位置づけられ、幅広く高度な機能を担うことが期待されている。（有識者会議最終報告20㌻）

ゴールド・モデル実現のために【司令塔】に期待されている機能の項目

　①公文書管理に関する法令等の企画･立案･調整
　②作成･保存･移管等の公文書管理に関する基準の策定･改定
　③文書の延長･移管･廃棄への関与
　④文書管理の実施状況の把握と不適切な実態の是正
　⑤移管を受けた文書の保存･利用
　⑥専門的知見を活用した各府省･地方公共団体等の支援
　⑦国内･国外の関係期間との連携
　⑧人材育成･研修･研究等

２．２　国立公文書館が行う事業項目

　前節では、国立公文書館は移管を受けた歴史資料として重要な公文書等を保存し、及び一般の利用に供すること等」の事業を行うという制度があることを確認した（国立公文書館法第４条）。では、国立公文書館の事業とはどのようなものだろうか。
　国立公文書館の業務の範囲は①移管を受けた歴史公文書等の保存と利用提供②歴史公文書等の保存及び利用に関する情報の収集、整理及び提供、③専門的技術的な助言、④調査研究、⑤研修、⑥以上の業務に附帯する業務、⑦技術上の指導助言（国立公文書館法第十一条）とされ、これに沿って実際の事業が行われる。

　中核となる歴史公文書等の受け入れ、保存、利用等には１０項目の事業がある。

①移管
②受入から利用までの業務等
③保存
④利用（閲覧、複写、レファレンス、展示、貸し出し等）
⑤教育･研修・普及啓発
⑥刊行物の刊行、広報
⑦公文書館長会議の開催その他の情報の提供･意見交換
⑧国際交流
⑨調査研究
⑩その他
国立公文書館の管理運営の充実のための事業は次の９項目である。

①年度計画の決定及び業務の実績に関する報告等
②業務運営体制の充実等
③監事監査への対応
④内閣府独立行政法人評価委員会
⑤公文書等の適切な管理、保存、利用に関する懇談会
⑥公文書館推進議員懇談会
⑦政府における公文書完成度の拡充検討への協力

⑧独立行政法人整理合理化計画への対応

⑨関係機関との連携･協力

参考文献　『国立公文書館年報』第３７号　平成１９年度　平成２０年９月発行
２．３　国立公文書館の中核業務―移管を受けた歴史公文書等の保存と利用提供
受入から一般の利用に供するまで

　国立公文書館では、歴史公文書を国の機関等から移管をうけ、現物を受け入れると、これを一般の利用に供するまでの一連の作業を行う。作業は具体的には、８項目に区分され、受入から11ヶ月で一般の利用に供している。【図２－３】
1. 受入れ　

2. くん蒸

3. 移管確認

4. 目録原稿の作成

5. 簿冊ラベルの作成、貼付、配架

6. 公開区分の決定

7. 目録の整備とデジタルアーカイブシステムへの登載

8. 冊子体目録の印刷と配架及び目録情報の公開、一般利用への提供
[image: image2.emf]　
[image: image3.emf]図２－３　歴史公文書等の受入から一般の利用に供するまで　　
出典：『国立公文書館年報』第37号　平成19年度　　平成20（2008）年9月30日発行　34頁
保存
　国立公文書館では受入れた歴史公文書等は、利用に供するために永久保存する。保存のための措置には次の各項目がある。

1. くん蒸（劣化要因を除去）

2. 書庫の環境管理（２４時間２２℃、相対湿度５５パーセントの定温定湿度を維持。フィルム書庫は１９℃相対湿度４５パーセント）

3. 書庫火災対策（煙探知機、炭酸ガス等消火設備）
4. 修復処置

5. 脱酸処理

6. マイクロフィルム化

　
利用

　利用の基本は、利用者が特定歴史公文書等の現物を閲覧室で手にとって見ることが基本であるが、より広汎な利用者を呼び起こす目的で、展示会の開催が行われている。

　閲覧目的の利用者に対しては、利用に便利な場所に資料を配置し、利用のための検索手段の充実を図り、複製として写真パネルや高品位デジタル出力物を作成して展示するなど、利用者のニーズと歴史公文書等の保存の均衡をとる努力が行われている。

　公文書館を国民に広く親しまれる施設とするため、展示会の開催とこれを軸としたさまざまな広報普及活動を展開している。インターネットのバナー広告や地下鉄の車内広告にも、国立公文書館の展示会の情報が出されている。

行政利用

　移管後の歴史公文書等を移管元府省が業務上の必要で利用する場合は、「行政利用」と呼ぶ。これは、一般の利用とは異なり、閲覧ではなく原則貸出し等で対応する。
２．４　調査研究

　国立公文書館では、所蔵する歴史公文書等について幅広い調査研究を行い、その成果を自らの運営に活用するとともに、国内外の公文書館等と交換する。具体的な調査研究事業としては、研究連絡会議の開催、所蔵資料の調査研究、目録の分析･調査研究、外国公文書館制度の調査等がある。

２．５　公文書館の事業理念

　国立公文書館では平成18年度、「パブリック･アーカイブズビジョン」を策定して、高い視点からアーカイブズの事業理念、使命、理想像を探り出し、これらを国民に対する約束及びその約束達成に向けた館役職員の決意表明として取りまとめ、広く発信している。来館者にはリーフレットが配備され、ホームページにも掲載されている。

図２－５－１　パブリック･アーカイブズビジョン（部分）
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国立公文書館事業理念　パブリック･アーカイブズビジョン　

　http://www.archives.go.jp/about/idea.html　090112確認
図２－５－２　リーフレット「パブリック･アーカイブズ宣言」（部分）[image: image5.png]RXEHR
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２．６　公文書管理法に伴う業務の変化

　公文書管理法（以下本項では「法律」）に伴い、今後の国立公文書館の業務は次のような変化が予測される。

法律では公文書等は①「国民共有の知的資源」②「主権者である国民が主体的に利用すべきもの」と規定されました。国民共有の知的資源の文言は、公文書は国民の共有財産であるという意味を含む。国立公文書館の業務は特定歴史公文書等を対象として、利用の請求権化、デジタル化等推進、法人文書受入、民間文書受入、特定歴史公文書等の保存及び一般の利用・委任を受けて実地調査（第9条第4項）、中間書庫業務（館法第11条1項2号）、現用の歴史公文書に関する研究・情報収集・専門的技術的助言等（館法第11条1項4号等）が加わる。また、内閣総理大臣は、公文書のライフサイクル全体を所管し、毎年度報告徴収（第9条第1項・第2項）、必要に応じて実地調査（第9条第3項）・勧告（第31条）、行政文書管理規則等への同意（第10条等）を行うことになり、新たに設置される公文書管理委員会は、政令制定・勧告等に関して諮問を受け（第29条）、行政文書管理規則等への同意に際しての諮問を受ける。

参考文献：

国立公文書館平成21年度公文書保存管理講習会　中原茂仁氏講義資料「公文書等の管理に関する法律について」　http://www.archives.go.jp/news/pdf/hozon2009/hozon2009_02_01.pdf 【参照090805】
３　地方公共団体の公文書館
 次に、地方公共団体の公文書館の法的の枠組み、活動状況等を見ていこう。なお、地方公共団体の公文書館は、以下地方文書館とする。
３．１　地方文書館の法的枠組み

　
公文書館法

　地方文書館は、公文書館法と、それぞれの自治体の条例等がその事業を規定する。まず、前提となる公文書館法の内容についてみておこう。

　
　公文書館法では、歴史資料として重要な公文書等の保存と利用につき、国と地方公共団体には適切に措置する責務があることを定めているが、同時に「「責務」とは、法律上の「義務」とは異なり、国及び地方公共団体が、公文書等の歴史資料としての重要性にかんがみ、その保存及び利用に関し、それぞれが適切であると考える措置をとる責務を、本来、国民及び当該地方公共団体の住民に対し負っているということを確認する趣旨のものである。それ故、その責務を果たしているかどうかの判断は、国及び地方公共団体のそれぞれが自ら行うものである。」（公文書館法第３条解釈の要旨）とされているため、公文書館設置そのものについては各自治体の判断にゆだねられている。その結果、公文書館法施行後20年以上を経過し、2009年の公文書管理法成立後もなお、都道府県の３分の１、政令指定都市３分の２、市区町村の99パーセントには公文書館が設置されていない。その普及率は都道府県67パーセント、政令指定都市30パーセント、市区町村は1パーセントである。2009年現在、地方文書館は全部で53館で（表3－１）、公文書館法が規定する「歴史資料として重要な公文書等の保存と利用について適切な措置を講ずる」ということが、公文書館を設置する事と直接結びついていないことがわかる。
地方文書館の名称

　地方公文書館の名称は多様である。「公文書館」はどれも「こうぶんしょかん」と読むが、「文書館」の漢字表記では「もんじょかん」「ぶんしょかん」が混在する。これ以外にも、地域研究史料館、市政資料館、記録資料館、アーカイブズなどがある。博物館的施設の一部として設置されたものでは、歴史資料館、歴史館等の名称がある。また、図書館等との複合施設の一部として設置された場合では、総合資料館、総合図書館、図書情報館、総合情報館の名称がある。公文書館の設置そのものが地方公共団体の裁量にゆだねられているので、その在り方、名称等は事実上その裁量範囲に含まれている。
表３－１　全国の地方公文書館

	公文書館名
	設立年月日
	公文書館名
	設立年月日

	北海道立文書館
	昭和60年7月15日
	香川県立文書館
	平成6年3月28日

	宮城県公文書館
	平成13年4月1日
	大分県公文書館
	平成7年2月28日

	秋田県公文書館
	平成5年11月2日
	沖縄県公文書館
	平成7年4月1日

	福島県歴史資料館
	昭和45年7月31日
	川崎市公文書館
	昭和59年10月1日

	茨城県立歴史館
	昭和48年4月1日
	名古屋市市政資料館
	平成元年10月11日

	栃木県立文書館
	昭和61年4月1日
	大阪市公文書館
	昭和63年7月1日

	群馬県立文書館
	昭和57年4月1日
	神戸市文書館※
	平成元年6月19日

	埼玉県立文書館
	昭和44年4月1日
	広島市公文書館
	昭和52年4月1日

	千葉県文書館
	昭和63年6月15日
	北九州市立文書館
	平成元年11月1日

	東京都公文書館※
	昭和43年10月1日
	福岡市総合図書館
	平成8年6月29日

	神奈川県立公文書館
	平成5年11月1日
	小山市文書館※※
	平成19年4月11日

	新潟県立文書館
	平成4年4月1日
	芳賀町総合情報館※※
	平成20年10月3日

	富山県公文書館
	昭和62年4月1日
	久喜市公文書館
	平成5年10月1日

	福井県文書館
	平成15年2月1日
	八潮市立資料館
	平成元年11月23日

	長野県立歴史館
	平成6年11月3日
	板橋区公文書館
	平成12年4月1日

	岐阜県歴史資料館
	昭和52年4月1日
	藤沢市文書館
	昭和49年7月1日

	愛知県公文書館
	昭和61年7月1日
	寒川文書館※※
	平成18年11月3日

	京都府立総合資料館
	昭和38年10月28日
	長野市公文書館※※
	平成19年11月20日

	大阪府公文書館※
	昭和60年11月11日
	松本市文書館
	平成10年10月1日

	兵庫県公館県政資料館※
	昭和60年4月17日
	磐田市歴史文書館※※
	平成20年4月1日

	奈良県立図書情報館
	平成17年11月3日
	守山市公文書館
	平成12年4月1日

	和歌山県立文書館
	平成5年4月1日
	尼崎市立地域研究史料館
	昭和50年1月10日

	鳥取県立公文書館
	平成2年10月1日
	下関文書館※
	昭和42年9月1日

	岡山県立記録資料館
	平成17年4月1日
	西予市城川文書館※※
	平成11年4月21日

	広島県立文書館
	昭和63年10月1日
	天草市立天草ｱｰｶｲﾌﾞｽﾞ
	平成14年4月1日

	山口県文書館
	昭和34年4月1日
	北谷町公文書館
	平成4年4月1日

	徳島県立文書館
	平成2年4月1日
	国立公文書館ＨＰを加工by DJI


３．２　地方文書館の設置根拠と事業項目
　公文書館法では、地方公共団体に対して公文書館の設置を義務付けてはいないが、設置する場合は、その根拠に条例を設けることを求めている。したがって、地方公共団体の公文書館は、少数の例外を除けば、条例を根拠に設置されている。地方文書館では、その業務や事業を条例等で定めている。
　　各公文書館の条例等に現れる業務や事業の項目をみていくと、公文書館の業務はおおむね①収集、整理、保存、②利用、閲覧、③調査、研究、④普及、啓発、の四つの柱と、⑤その他があることがわかる。①～④は公文書館の専門的な業務で、⑤その他は、専門的業務の支援業務であり、公文書館では館長、その他必要な職員が活躍する分野である。

７．３．３　地方文書館が担う事業の具体例
事例１．　沖縄県公文書館
　沖縄県公文書館では、職員３０名が公文書館業務に従事している。館の設置及び管理に関する条例第３条（業務）には次の項目がある。
(１)　公文書等の収集、整理及び保存に関すること。

(２)　公文書等の閲覧、展示その他の利用に関すること。

(３)　公文書等の調査及び研究に関すること。

(４)　公文書等についての専門的知識の普及啓発に関すること。

(５)　公文書等の目録、史誌、資料集等の編さん及び刊行に関すること。

(６)　その他公文書館の設置の目的を達成するために必要な業務に関すること。
これを受け所掌事務は、次のように規定されている。

[image: image1]
出典：『沖縄県公文書館年報』第10 号　平成19 年度　平成20 年8 月発行　６㌻
事例２．　寒川文書館
神奈川県の寒川文書館は、2007年に開館した公文書館で、事業を担当するのは、館長、専任職員1名、臨時職員8名である。
　寒川文書館の条例は、設置に関し「郷土の歴史的、文化的価値を有する町の公文書、地域資料、刊行物その他の記録を収集し、保存し、広く利用に供することにより地域文化の発展に寄与する」と規定している。これに基づく事務分掌では、次の９項目が掲げられている。

1. 文書館の管理に関すること

2. 文書館の使用承認に関すること

3. 文書館運営審議会に関すること

4. 町史編纂に関すること

5. 町史編集委員会に関すること

6. 町に関する記録、資料の収集、調査、保存及び活用に関すること

7. 行政刊行物の収集、保存及び活用に関すること

8. 郷土年表作成に関すること

9. 文書館内の庶務に関すること

４　アーカイブズの経営

　アーカイブズ＝公文書館は、親組織である国または地方公共団体に属する施設または機関としての在り方が一般的である。国であれ、地方であれ、法令が定める事業や業務を所掌業務とし、これを具体的に遂行していくのが、公文書館の日常業務である。
　職員数や予算規模に関わらず、公文書館が行う事業や業務は、歴史公文書等の収集、整理、保存、利用提供とそのための普及啓発、調査研究が含まれます。それぞれの公文書館は、親機関との関係、国民や住民からのニーズに応えられるような方法で、公文書館の中核的業務を実施しなければならない。職員の人数や予算規模、施設等の制約を勘案しつつ、所掌業務の各項目に優先順位を付し、日常業務を円滑に推進するのは、アーカイブズの経営の基本である。
４．１　理念の提示と経営管理
国立公文書館のパブリック・アーカイブズビジョン(２．５)や、沖縄県公文書館運営基本方針などは、公文書館のあり方、事業理念を示す文書だ。いずれも、高い視点から理念を取りまとめたものである。
国際的にはICA国際文書館評議会が1996年にアーキビストの倫理綱領を採択して職業的な倫理規範を明文化した。ケベックアーキビスト協会では2006年、ケベックアーカイブ宣言を取りまとめている。日本でも2006年に発表された国立公文書館のパブリック･アーカイブズビジョン、同年決定の沖縄県公文書館の事業理念など、ＩＣＡに10年送れて、その組織の職員の業務遂行の支えとなる行動規範を明文化する事例が増えています。経営管理を適切に行うには、高い視点から理念を取りまとめておくことは重要である。
沖縄県公文書館運営基本方針
沖縄県公文書館運営基本方針
〔平成18 年8 月25 日総務部長決定〕
沖縄県が設置する公の施設としての沖縄県公文書館（以下「公文書館」という。）の業務
について、次のとおり、その運営の基本方針、施策体系その他運営に関し必要な事項を定
める。
第１ 公文書館の運営に当たっての基本的事項
公文書館は、沖縄県公文書館の設置及び管理に関する条例（平成7 年沖縄県条例第6 号。以下「条例」という。）に基づき、歴史資料として重要な公文書その他の記録を収集し、整理し、及び保存するとともに、これらの利用を図り、もって学術及び文化の振興に寄与することを目的として設置する公の施設であることを踏まえ、この基本方針に定めるところにより運営する。
第２ 公文書館運営の基本方針
公文書等は、行政活動の過程で作成され、その目的が達成された後において一定期間保存された上で、廃棄処分が決定され、現用文書としての役割を終えることになる。公文書館は、これら役割を果たした文書その他の記録の中から歴史資料として重要な公文書等を収集し整理し保存するとともに、県民の利用に供することを目的として設置されたものである。
公文書館の業務は、資料の収集・選別にあたって、行政の記録センターとして機能し得るよう後世の評価に堪える適正さをもって行わなければならない。このような視点から、資料については、沖縄県文書を中心に収集するとともに、県民の円滑な利用に供することができるよう的確に整理するほか、収蔵資料の恒久的保存を図るものとする。
また、公文書館の利用・普及を図るため目録を整備するほか、公文書等を県民が効率よく利用できるよう検索システム等を整備し、資料の電子情報化を図るとともに、企画展、講演会及び講座を開催し、公文書館に対する県民の理解を深める事業を展開する。
第３ 公文書館の施策体系
公文書館は、条例、沖縄県公文書館管理規則（平成7 年沖縄県規則第50 号）、沖縄県公文書館公文書等管理規程（平成18 年沖縄県告示第593 号）その他公文書館の管理運営に関する規程に基づき、基本方針に定めるところにより、次に揚げる体系によって施策を実施する。
１ 歴史資料として重要な公文書等の収集・整理
（１）資料の調査研究
（２）資料の収集及び整理
（３）資料目録等の刊行
２ 公文書等の保存
（１）公文書等の保存及び修復
（２）資料のデジタル化
（３）貴重な資料の複製
３ 県民への普及活動
（１）展示会、講演会、講座等の開催
（２）検索・利用システムの向上
（３）公文書館業務の広報等
４ その他公文書館の設置の目的を達成するための施策
第４ 運営に当たっての留意事項
公の施設として設置された公文書館は、その設置の目的を効果的に達成するために必要な施策を展開し、公文書等を県民の利用に供し、もって県民の学術及び文化の振興に寄与することを旨として運用されるべきものである。
公文書館が収集する沖縄県文書が歴史資料として後世に引き継がれ、その利用に供されることが公文書館の設置の目的にかんがみ極めて重要であることから、収集する公文書等が後世の利用に供されるための整理及び保存も重要な責務である。
このことから、公文書館がこれまでに収集した資料等に関し、収集及び整理に関する基準に基づき改めて評価選別を行うとともに、歴史資料として貴重な公文書等を後世に引き継ぐために必要な保存の措置を講ずることが喫緊の課題である。
特に、厳しい行財政環境の下において、今後の公文書館の運営に当たっては、博物館等の類似の機能を有し、また類似の事業を展開する公の施設との機能や業務の競合を避け、公文書館が担うべき事務事業を選択し、公文書館の設置の目的を踏まえた施策に集中していくことが必要となっている。
以上のことを踏まえ、公文書館の運営については、沖縄県文書を収集し、沖縄県文書のうち歴史資料として価値あるものを整理し、及び保存することを主たる事業として展開することが必要であるとともに、これまで収集し保存している資料等についても改めて歴史資料としての価値を評価し後世に引き継ぐべき公文書等を選別していくことに重点を置いて事業を展開する。
附則
この基本方針は、平成19 年4 月1 日から施行する。
http://www.archives.pref.okinawa.jp/publication/H20nenpou-2.pdf
４．２　業務の優先順位における留意点　
　公文書館にはさまざまな業務がある。すでに述べたとおり、公文書館経営には、業務に優先順位をつける必要がある。優先順位をつけるにあたっては、４．１に述べた事業理念を踏まえるのはもちろん、具体的な実務面では公文書館ならではの留意点がある。
保存措置
　公文書館が、歴史公文書等を利用に供するには、歴公文書等が利用に耐える物理的な形状にあることが条件となる。紙媒体の資料は長期間保管していく中で、虫に食われてレースのようになってしまったり、酸性紙であるために、紙そのものがポテトチップスのように触ればそのまま崩れたり切れたりするようになってしまうこともある。傷んだ資料は、そのままでは閲覧利用に提供することができない。今と未来の世代のために永久保存を実現するには、保存措置をとる必要がある。

　保存措置は経費がかさむ業務であるが、経費を押さえ込むために保存措置をおろそかにするのでは、歴史公文書等の利用を阻害する。優先順位をつける場合には、こうしたことに注意を要する。
行政利用

　国立公文書館では、移管後の歴史公文書等を移管元府省が業務上の必要で利用する場合は、「行政利用」と呼ぶ。これは、一般の利用と区別されています。利用方法も閲覧ではなく、必要とされる歴史公文書等の資料は、原則貸出し等の対応がとられている。
　行政利用は、歴史公文書等は移管元の職員にとって、移管後であっても業務の遂行のために参照できるようにする行政サービスである。このような行政サービスは、公文書館の機能と存在意義について、職員側の具体的な体験による理解を得るまたとない好機です。移管後の歴史公文書等の行政利用とは、職員が住民のために公文書館を利用する事に他ならない。したがって、職員の行政利用１回は、住民総数を公務員総数で除した数値に匹敵するといってよい。
職員の行政利用1回＝　　　住民総数
回の一般利用
公務員総数

　例えば、国民総人口12000万に対して国の公務員が60万人であるという場合は、公務員1人が一回行政利用を行った場合、12000万÷60万＝500の一般利用回数（人数）に相当すると言う計算です。公文書館の親組織である当該団体への貢献度は、利用回数や利用人数を指標とするのが一般的ですから、利用統計においては、行政利用はこのような式による一般利用回数への換算でわかりやすく説明することが大切である。
職員への情報浸透

公文書館を訪れる利用者が、館にやってきて最初に出会うのは、その建物の受付担当者や設備管理担当者ということは珍しいことではない。公文書館が入っている建物に働く職員であればだれもが公文書館のことを承知しているように、展示会や講演会などのイベントがあるときは、その情報を関係職員に丁寧に浸透させることは忘れてはならない。常に、一般の利用者が気持ちよく来館できるような配慮は重要である。
事業仕分け

　最近は、しばしば役所の業務についての外部評価による【事業仕分け】が行われる。公文書館が普及していない現状では、評価担当者が公文書館について基本的な知識がないなどのために、存在意義の理解を得ることができず、【要改善】【不要】といった評価を受けることもありえる。事業仕分けの実施に当たっては、公文書館の担当者は、評価担当者の基本知識を確認する必要がある。
公開区分の決定
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